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四
二
四

地
域
の
自
主
性
及
び
自
立
性

を
高
め
る
た
め
の
改
革
の
推

進
を
図
る
た
め
の
関
係
法
律

の
整
備
に
関
す
る
法
律
の
一

部
の
施
行
に
伴
う
国
土
交
通

省
関
係
政
令
の
整
備
等
に
関

す
る
政
令

二
六
280

二
七

四
二
五

津
波
防
災
地
域
づ
く
り
に
関

す
る
法
律
の
施
行
期
日
を
定

め
る
政
令

二
六
280

三
一

四
二
六

津
波
防
災
地
域
づ
く
り
に
関

す
る
法
律
施
行
令

二
六
280

三
一

四
二
七

津
波
防
災
地
域
づ
く
り
に
関

す
る
法
律
及
び
津
波
防
災
地

域
づ
く
り
に
関
す
る
法
律
の

施
行
に
伴
う
関
係
法
律
の
整

備
等
に
関
す
る
法
律
の
施
行

に
伴
う
関
係
政
令
の
整
備
に

関
す
る
政
令

二
六
280

三
二

四
二
八

水
防
法
第
三
十
二
条
第
一
項

第
二
号
の
水
防
活
動
を
定
め

る
政
令

二
六
280

三
四

四
二
九

農
林
水
産
業
施
設
災
害
復
旧

事
業
費
国
庫
補
助
の
暫
定
措

置
に
関
す
る
法
律
施
行
令
の

一
部
を
改
正
す
る
政
令

二
八
283

四

四
三
〇

国
民
健
康
保
険
法
施
行
令
等

の
一
部
を
改
正
す
る
政
令

二
八
283

四

条

約

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
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G
G
G
G
G

G
G
G
G
G
G
G
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一
三

所
得
に
対
す
る
租
税
に
関
す

る
二
重
課
税
の
回
避
の
た
め

の
日
本
国
と
ス
イ
ス
と
の
間

の
条
約
を
改
正
す
る
議
定
書

二
259

二
七

一
四

所
得
に
対
す
る
租
税
及
び
あ

る
種
の
他
の
租
税
に
関
す
る

二
重
課
税
の
回
避
及
び
脱
税

の
防
止
の
た
め
の
日
本
国
と

ル
ク
セ
ン
ブ
ル
グ
大
公
国
と

の
間
の
条
約
を
改
正
す
る
議

定
書

二
259

五
三

一
五

所
得
に
対
す
る
租
税
に
関
す

る
二
重
課
税
の
回
避
及
び
脱

税
の
防
止
の
た
め
の
日
本
国

と
オ
ラ
ン
ダ
王
国
と
の
間
の

条
約

二
259

五
六

一
六

社
会
保
障
に
関
す
る
日
本
国

と
ブ
ラ
ジ
ル
連
邦
共
和
国
と

の
間
の
協
定

九
265

二

一
七

社
会
保
障
に
関
す
る
日
本
国

と
ス
イ
ス
連
邦
と
の
間
の
協

定

一
六
272

一
九

一
八

二
千
六
年
の
国
際
熱
帯
木
材

協
定

二
一
276

一
九

一
九

原
子
力
の
平
和
的
利
用
に
お

け
る
協
力
の
た
め
の
日
本
国

政
府
と
大
韓
民
国
政
府
と
の

間
の
協
定

二
八
283

八

二
〇

原
子
力
の
開
発
及
び
平
和
的

利
用
に
お
け
る
協
力
の
た
め

の
日
本
国
政
府
と
ベ
ト
ナ
ム

社
会
主
義
共
和
国
政
府
と
の

間
の
協
定

二
八
283

二
〇

最

高

裁

規

則
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G

五

民
法
等
の
一
部
を
改
正
す
る

法
律
の
施
行
に
伴
う
関
係
規

則
の
整
備
に
関
す
る
規
則

二

一

府

令
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G
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G
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G

〇
内

閣

府

六
八

沖
縄
総
合
事
務
局
組
織
規
則

の
一
部
を
改
正
す
る
内
閣
府

令

一

二

六
九

東
日
本
大
震
災
復
興
特
別
区

域
法
施
行
規
則

二
二
278

五

七
〇

道
路
交
通
法
施
行
規
則
の
一

部
を
改
正
す
る
内
閣
府
令

二
六
280

三
四

七
一

家
庭
用
品
品
質
表
示
法
施
行

規
則
の
一
部
を
改
正
す
る
内

閣
府
令

二
六
280

三
六

七
二

金
融
商
品
取
引
業
等
に
関
す

る
内
閣
府
令
の
一
部
を
改
正

す
る
内
閣
府
令

二
六
280

三
六

府

令

・
省

令

G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G
G

G
G
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〇
内

閣

府
、
総

務

省
、

財

務

省
、
厚
生
労
働
省
、

農
林
水
産
省
、
経
済
産
業
省
、

国
土
交
通
省
、
環

境

省

二

産
業
活
力
の
再
生
及
び
産
業

活
動
の
革
新
に
関
す
る
特
別

措
置
法
施
行
規
則
の
一
部
を

改
正
す
る
命
令

二
二

二

〇
内
閣
府
、
厚
生
労
働
省

九

厚
生
労
働
省
関
係
東
日
本
大

震
災
復
興
特
別
区
域
法
第
二

条
第
四
項
に
規
定
す
る
省
令

の
特
例
に
関
す
る
措
置
及
び

そ
の
適
用
を
受
け
る
復
興
推

進
事
業
を
定
め
る
命
令

二
二
278

三
二

〇
内
閣
府
、
農
林
水
産
省

九

東
日
本
大
震
災
復
興
特
別
区

域
法
第
四
十
九
条
第
二
項
及

び
第
五
十
五
条
第
二
項
に
規

定
す
る
農
林
水
産
大
臣
に
対

す
る
協
議
に
関
す
る
命
令

二
二
278

三
五

〇
内

閣

府
、
農
林
水
産
省
、

国
土
交
通
省

一

東
日
本
大
震
災
復
興
特
別
区

域
法
第
四
十
八
条
第
三
項
に

規
定
す
る
農
林
水
産
大
臣
、

国
土
交
通
大
臣
等
に
対
す
る

協
議
に
関
す
る
命
令

二
二
278

三
五

〇
内
閣
府
、
経
済
産
業
省

二

家
庭
用
品
品
質
表
示
法
に
基

づ
く
申
出
の
手
続
等
を
定
め

る
命
令
の
一
部
を
改
正
す
る

命
令

二
六
280

三
七

〇
内
閣
府
、
国
土
交
通
省

四

東
日
本
大
震
災
復
興
特
別
区

域
法
第
五
十
三
条
第
五
項
、

第
五
十
四
条
第
四
項
及
び
第

九
項
並
び
に
第
五
十
六
条
第

三
項
に
規
定
す
る
国
土
交
通

大
臣
等
に
対
す
る
協
議
に
関

す
る
命
令

二
二
278

三
五

五

東
日
本
大
震
災
復
興
特
別
区

域
法
第
十
八
条
第
一
項
の
認

定
の
申
請
に
係
る
都
道
府
県

公
安
委
員
会
の
意
見
の
聴
取

に
関
す
る
命
令

二
二
278

三
六

š
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